
（平成２３年１２月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

千葉国民年金 事案 4017 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 48 年１月から同年３月までの国民年金保険料をＡ県Ｂ郡

Ｃ町役場（当時）で納付した領収証書を所持しているが、市町村が受領

できる期限を過ぎて納付されたものであるため還付するという通知が年

金事務所から届いた。40 年近くもたって今更還付するというのは納得

できないので、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年５月７日の領収日付印のあるＡ県Ｂ郡Ｃ町Ｄ（職

種）発行の申立期間に係る国民年金保険料の領収証書を所持しており、申

立期間の保険料を同町において納付したことが確認できる。 

   また、オンライン記録によると、平成 23 年７月 14 日付けで申立期間の

保険料の還付決議がされているが、上記申立期間の保険料の納付は、過年

度保険料の納付に当たり、市町村が収納できないものであるから、収納手

続を誤っているものの、同町が領収したのは、国の保険料徴収権の時効消

滅前であり、特殊台帳にも当該保険料の還付の記録は無く、38 年以上の

長期間にわたり適法な保険料の収納金として取り扱われていたものと認め

られるので、これを不適法な保険料の納付として還付すべき合理的理由が

あるとはいえない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4018 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 
    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から同年６月まで 

    私の妻は、昭和 44 年頃にＡ区役所で夫婦二人の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料は付加保険料を含めて納付してくれ

た。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料は妻が付加保険料を含めて納付し

てくれたと述べているところ、申立人の所持する国民年金手帳には、昭和

47 年１月 10 日に付加保険料の納付の申出を行った記載があり、特殊台帳

において、申立期間前後の保険料は付加保険料を含めて納付済みであるこ

とが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間以降に未納は無く、60 歳から 64 歳まで任意

加入して保険料を納付するなど、納付意識の高さがうかがえる上、申立期

間は３か月と短期間であることを踏まえると、申立期間の保険料は前後の

期間と同様に付加保険料を含めて納付していたものと考えるのが自然であ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料は付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年 12 月から 59 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年 12 月から 59 年 11 月まで 

    私は、昭和 58 年 12 月にＡ社を退職して、すぐに次の仕事に就こうと

思っていたので国民年金には加入していなかった。次の仕事が見付かる

まではアルバイトをしていたが、仕事仲間から国民年金に加入した方が

良いとのアドバイスを受けて社会保険事務所（当時）に行ったところ、

国民年金については強制加入の期間であり、国民年金保険料を前の会社

を退職したときに遡って納付しなければならないと言われ、加入手続を

行ったときに１年分の保険料を一括納付したのに申立期間が未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、

社会保険事務所からＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、前後

の任意加入者の資格取得日から、申立人は昭和 60 年１月頃に国民年金の

加入手続を行ったことが推認できる。 

   また、オンライン記録では、申立期間は国民年金に未加入の期間となっ

ているが、申立人の所持する年金手帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿に

は、昭和 58 年 12 月 16 日から 61 年４月 11 日までは強制加入期間として

記録されている上、同被保険者名簿において申立期間のうち、59 年４月

から同年 11 月までの国民年金保険料が納付されていることが確認できる。 

   さらに、申立人の特殊台帳によれば、当初、資格取得日は昭和 58 年 12

月 16 日と記載されていたが、59 年に訂正した形跡が確認できるところ、

申立人は 58 年 12 月 16 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、



  

申立期間は強制加入期間となることから、当該資格取得記録を訂正する合

理的な理由は見当たらない上、同年４月から同年 11 月までの保険料の納

付記録が確認できるが、当該期間の保険料が還付された記録は無く、行政

側の記録管理が適正に行われていなかった事情がうかがえる。 

   加えて、加入手続を行ったと推認される昭和 60 年１月を基準にすると、

申立期間のうち、58 年 12 月から 59 年３月までの保険料は過年度納付す

ることが可能である上、申立人は会社を退職したときに遡って納付しなけ

ればならないと言われ、加入手続を行ったときに１年分の保険料を一括納

付したと申述していること、及び申立期間は 12 か月と短期間であること

を考え合わせると、申立期間の保険料は納付していたものと考えるのが自

然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 10 月から 58 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 10 月から 58 年３月まで 

    私が昭和 57 年９月に会社を辞めた後、父が私の国民年金の加入手続

を行ってくれ、父自身の国民年金保険料と一緒に母と私の保険料も農協

で納付していた。父は几
き

帳面な人で、保険料はきちんと納付していたは

ずであり、申立期間について、私だけが未納とされていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の任意加入者の資格取得日から、昭和 58 年４月下旬と推認でき、加入時

点において、申立期間の国民年金保険料は現年度納付することが可能であ

る。 

   また、申立人の保険料を納付したとする申立人の父は申立期間以降、申

立人の父及び母の保険料を長期間にわたり前納しており、保険料の納付に

対する知識及び理解があったことがうかがえる上、申立期間は６か月と短

期間であり、申立人の父及び母の申立期間の保険料は納付済みであること

から、申立人の父が申立人に係る申立期間の保険料を納付していたものと

考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 42 年 12 月 31 日）及び資格取得

日（43 年２月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年 12 月 31 日から 43 年２月１日まで 

    私の夫は、Ａ社に継続して勤務していたが、途中で厚生年金保険の被

保険者期間が中断している。当時、退職したことは無く、記録が欠落し

ているのはおかしいので調査してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和 36 年９月１日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得し、42 年 12 月 31 日に資格を喪失後、

43 年２月１日に同社において再度資格を取得しており、42 年 12 月から

43 年１月までの被保険者記録が無い。 

   しかし、申立人の雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間において

当該事業所に継続して勤務していたことが確認できる。 

   また、当該事業所に勤務していた元同僚のうち１名は、「申立人は、私

がアルバイトとして勤務した昭和 42 年 12 月には既に勤務しており、申立

期間に継続して勤務していた。」と供述している上、申立人と同じＢ（職

種）をしていた元同僚６名のうち、厚生年金保険被保険者期間が途中で欠

落した記録となっている者はいない。 



  

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該事業所に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所におけ

る昭和 43 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 4,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は納付したと主張しているが、これを確認で

きる関係資料は無い上、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及

び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記

録するとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資

格喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る昭和 42 年 12 月から 43 年１月までの保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 20 年９月１日から同年 10 月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、同年９月

の標準報酬月額を 44 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20 年１月１日から 21 年 11 月３日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、平成 20 年９月から 21 年 11 月

までの期間に給与から控除されていた厚生年金保険料額は、ねんきん定

期便に記載されている保険料納付額と相違しており、納得できない。 

    また、申立期間のうち、平成 20 年１月から同年 12 月までの期間にお

いて支給された賞与に係る標準賞与額が厚生年金保険の被保険者記録か

ら欠落している。同社が発行した「平成 20 年分報酬、料金、契約金及

び賞金の支払調書」を提出するので、調査の上、厚生年金保険の被保険

者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、平成 20 年１月１日から 21 年 11 月３日までの期間に係る

年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用につ

いては、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した

期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期

間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏ま

えて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律



  

に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

    したがって、申立期間のうち、平成 20 年１月１日から同年 10 月１日

までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により

消滅していた期間であることから、特例法を、同年 10 月１日から 21 年

11 月３日までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が

時効により消滅していない期間であることから、厚生年金保険法を適用

する。 

 

  ２ 申立人は、申立期間のうち、平成 20 年９月１日から 21 年 11 月３日

までの期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

20 年９月については、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立人から提出されたＡ社の給与明細書において確認で

きる報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、当該期間のうち平成 20

年９月の標準報酬月額については 44 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る平成 20 年９月の保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、当該事業所の顧問社会保険労務士事務所

から提出された健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届（写）の

標準報酬月額はオンライン記録と一致していることから、事業主はオン

ライン記録どおりの届出を社会保険事務所（当時）に行い、その結果、

社会保険事務所は、申立人の主張する標準報酬月額に見合う保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、同年９月の保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

    一方、平成 20 年 10 月１日から 21 年 11 月３日までの期間に係る標準

報酬月額については、厚生年金保険法を適用することとなるが、申立人

から提出された給与明細書及び平成 20 年分の支払調書、当該事業所か

ら提出された賃金台帳及び給与支給控除一覧表並びに社会保険事務所に

届け出た被保険者報酬月額変更届（控）及び被保険者報酬月額算定基礎

届によると、当該期間の標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる 20

年７月から 21 年９月までは、申立人の主張する報酬月額が事業主によ

り支払われていないことから、20 年 10 月から 21 年 10 月までの標準報

酬月額に係る記録の訂正を行う必要は認められない。 

 

  ３ 申立人は、申立期間のうち、平成 20 年１月１日から同年 12 月 31 日



  

までの期間において支給された賞与に係る厚生年金保険の標準賞与額の

記録が欠落していると申し立てている。 

    しかし、当該事業所の顧問社会保険労務士事務所は、「当該事業所に

おいて賞与の支払いは無かった。」と回答している上、当該事業所の元

経理部長は、「給与以外から社会保険料は控除しておらず、支払調書に

は源泉所得税の控除は記載するが、社会保険料控除の記載はしない。」

と供述している。 

    また、申立人から提出された「平成 20 年分報酬、料金、契約金及び

賞金の支払調書」の記載内容から、賞与支給日、賞与支給額及び保険料

控除額を判断することはできず、ほかに当該期間において、賞与から保

険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

    さらに、オンライン記録によれば、当該事業所に係る事業所記録照会

回答票において、賞与支払予定月の登録は無く、特別保険料関係記録も

確認できない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間において、申立人が主張する標準賞与額に相当する賞与を事業

主により支払われていたことを認めることはできないことから、当該期

間の標準賞与額に係る記録の訂正を行う必要は認められない。 



  

千葉厚生年金 事案 4278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 17 年 11 月６日から 18 年９月６日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、17 年 11 月から 18 年１月まで

は 24 万円、同年２月から同年８月までは 26 万円に訂正することが必要で

ある。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成 18 年 12 月６日から 19 年９月

１日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を 26 万円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 11 月６日から 18 年９月６日まで 

             ② 平成 18 年 12 月６日から 19 年９月１日まで 

    私のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録上、

９万 8,000 円となっているが、所持している給料支払明細書では、標準

報酬月額 26 万円に対応する厚生年金保険料が控除されている。また、

Ｂ社における標準報酬月額に係る記録のうち、平成 18 年 12 月６日から

19 年９月１日までは，オンライン記録上、15 万円となっているが、所

持している給料支払明細書では、標準報酬月額 26 万円に対応する保険

料が控除されていることから、それぞれ、控除された保険料に対応する

標準報酬月額に訂正してほしい。 

 



  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人から提出されたＡ社の給料支払明細書

により、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立期間①に係る標準報酬月額については、上記給料支

払明細書により、平成 17 年 11 月から 18 年１月までは 24 万円、同年２

月から同年８月までは 26 万円に訂正することが必要である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、年金事務所から提出された申立人に係る平成

18 年度の算定基礎届により申立人の標準報酬月額が９万 8,000 円で届

けられていることが確認できることから、その結果、社会保険事務所

（当時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出されたＢ社の給料支払明細書

により、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    一方、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立期間②に係る標準報酬月額については、上記給料支

払明細書により、26 万円に訂正することが必要である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、年金事務所から提出された申立人に係る健康

保険厚生年金保険被保険者資格取得届（写）により、申立人の申立期間

②の標準報酬月額が 15 万円で届けられていることが確認できることか

ら、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 38 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 38 年３月から同年 10 月末までＡ社に勤務したが、申立期

間の年金記録が欠落しているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社の給与支払明細書により、申立人は、当該事

業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 38 年 10 月の標準報酬月額及

び上記給与支払明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、２

万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、当時の資料が無いため不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 38 年 11 月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所（当時）がこれを同年 10 月 31 日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成４年 12 月１日から７年 10 月１日まで

の期間については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を４年 12 月から５年５月までは 15 万

円、同年６月から７年９月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 12 月１日から９年１月 13 日まで 

私がＡ社に勤務していた頃の標準報酬月額は、平成４年 12 月から５

年５月までは 15 万円、同年６月から９年１月までは 30 万円だったが、

ねんきん定期便で確認したところ、標準報酬月額が４年 12 月から５年

５月までは８万円に、同年６月から９年１月までは９万 2,000 円にそれ

ぞれ引き下げられていることを知った。当時、標準報酬月額の引下げに

ついて会社から何の説明も無かったので、申立期間について標準報酬月

額が引き下げられていることに納得できない。調査の上、正しい標準報

酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録により、申立人の申立期間に係るＡ社における厚生年

金保険の標準報酬月額は、当初、平成４年 12 月から５年５月までは 15

万円、同年６月から６年 11 月までは 30 万円と記録されていたところ、

同年 12 月 19 日付けで、５年６月１日の随時改定（30 万円）並びに同

年 10 月１日及び６年 10 月１日の定時決定（いずれも 30 万円）を取り

消し、４年 12 月１日に遡って８万円（最低等級）に減額訂正（６年 11

月１日に標準報酬月額表の法改正により最低等級は９万 2,000 円に改

定）され、７年９月まで継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録により、元同僚３人の標準報酬月額も申立人

と同様に平成６年 12 月 19 日付けで遡及して減額訂正されていることが



  

確認できる。 

さらに、申立期間当時、当該事業所の経理担当であった元同僚は、

「申立期間当時、当該事業所には厚生年金保険料の滞納があり、社会保

険事務所に呼び出され、担当職員から滞納額を減らすための方法につい

て指導があった。」と供述している。 

加えて、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立期間当時、

役員であったことが確認できるが、上記経理担当であった元同僚は、

「社会保険事務所の担当職員の指導により、標準報酬月額の訂正は、社

長が判断して自分が手続を行った。申立人は、Ｂ（業務）の仕事をして

いて、当該訂正処理には関わっていない。」と供述していることから、

申立人は、当該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が行った平成６年 12

月 19 日付けの申立人に係る標準報酬月額の遡及減額訂正に合理的な理

由は無く、有効な記録とは認められないことから、申立人のＡ社におけ

る当該期間の標準報酬月額の記録は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た、４年 12 月から５年５月までは 15 万円、同年６月から７年９月

までは 30 万円に訂正することが必要である。 

 

２ 申立期間のうち、平成７年 10 月１日から９年１月 13 日までの期間に

ついては、遡って訂正処理を行った６年 12 月 19 日以降に届けられた７

年 10 月１日及び８年 10 月１日の定時決定において、遡及減額訂正によ

る標準報酬月額９万 2,000 円と同額となっているが、当該処理について

は、遡って訂正された処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当

たらず、社会保険事務所におけるこれら定時決定に係る事務処理が不合

理であったとまでは言えない。 

また、当該事業所は、既に適用事業所でなくなっている上、当時の

事業主も死亡していることから、申立人の当該期間における保険料の控

除額について確認できない。 

このほか、当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成６年４月１日から同年 12 月 31 日まで

の期間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を同年４月から同年７月までは 34 万円、

同年８月から同年 11月までは 24万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成６年 12 月 31 日から７年２月６日までの期

間については、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日

は、同年２月６日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、24 万円とすることが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年４月１日から同年 12月 31日まで 

             ② 平成６年 12月 31日から７年２月まで 

    私は、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①については、給料

は 24 万円だったが、標準報酬月額がそれよりも低い額になっているの

で調査してほしい。また、申立期間②については、同社に少なくとも平

成７年２月まで勤務していたので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、オンライン記録により、申立人の標準報酬月

額は、当初、平成６年４月から同年７月までは 34 万円、同年８月から

同年 11 月までは 24 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった日（同年 12 月 31 日）から約１か月後の７年

２月６日付けで、６年８月１日の随時改定（24 万円）を取り消し、同年

４月１日に遡って 20万円に減額訂正されている。 

また、オンライン記録により、当該事業所が適用事業所でなくなった平

成６年 12 月 31 日に資格を喪失している申立人を除く 26 人のうち 11 人



 

  

が、申立人と同じ７年２月６日付けで、標準報酬月額を遡及減額処理さ

れている。 

さらに、当該事業所は、平成６年 10 月１日の定時決定及び同年 12 月

31 日の資格喪失の届出を行っていなかったことから、当該処理について、

上記遡及訂正処理を行った７年２月６日付けで行っているが、６年 10

月１日の定時決定は、上記遡及訂正に連動してなされた処理の結果であ

ると考えることが適当であり、同年 10 月１日の定時決定における処理

は有効な処理であったとは認め難い。 

加えて、複数の元同僚は「申立人はＢ（職種）をしていた。社会保険

の事務はしていない。」と供述していることから、申立人は、当該遡及

減額処理には関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が行った申立期間①に

係る遡及訂正処理には合理的な理由は見当たらず、有効な記録とは認め

られないことから、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成６年４月から同年

７月までは 34 万円、同年８月から同年 11 月までは 24 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

２ 申立期間②については、申立人の当該事業所における雇用保険の加入

記録により、申立人は当該事業所に勤務していたことが確認できる。 

また、上記遡及訂正処理を行った平成７年２月６日付けで、申立人の

厚生年金保険の被保険者資格喪失日を６年 12 月 31 日とする処理が行わ

れているが、Ａ社は、閉鎖事項全部証明書において、８年 11 月１日に

Ｃ社に商号変更してから 15 年 10 月 15 日まで法人として確認でき、上

記遡及訂正処理を行った７年２月６日において当該事業所は適用事業所

の要件を満たしていたと認められる。 

さらに、複数の元同僚は、「申立人は、申立期間においてＢ（職種）

をしていた。社会保険の事務はしていない。」と供述していることから、

申立人は、当該資格喪失処理には関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が申立人の被保険者資

格喪失日を平成６年 12 月 31 日とする処理を行う合理的な理由は無く、

当該記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日

は、遡及訂正処理日である７年２月６日とすることが妥当である。 

また、平成６年 12 月から７年１月までの標準報酬月額については、

申立人のＡ社における６年８月の社会保険事務所の記録から、24 万円と

することが妥当である。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4282 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10 月 18 日から 10 年８月１日まで 

    私は、厚生年金保険の加入記録では、平成８年 10 月にＡ社からＢ社

に異動しているが、申立期間はＡ社の社員であると思っており、53 万

円の給料も変わらなかった。そのため、確定申告書の所得額もＡ社での

給料の金額 53 万円で申告しており、平成８年分及び９年分の所得税の

確定申告書の控えを提出するので、調査の上、正しい標準報酬月額に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、Ｂ社における申立人の標準報酬月額の記録は、

当初、平成８年 10 月から 10 年１月までは 41 万円と記録されていたとこ

ろ、同年２月 26 日付けで、８年 10 月 18 日の資格取得時の標準報酬月額

（41 万円）を訂正し、９年 10 月１日の定時決定（41 万円）を取り消し、

８年 10 月 18 日に遡って 11 万円に引き下げられ、10 年７月まで継続して

いることが確認できる。 

   また、オンライン記録により、当該事業所において申立期間に被保険者

資格を有していた 15 人のうち、申立人を除く５人も、申立人と同じく平

成 10 年２月 26 日付けで標準報酬月額の遡及減額訂正が行われていること

が確認できる。 

さらに、年金事務所から提出されたＢ社に係る滞納処分票により、当該

事業所は、平成８年 10 月から 10 年１月までの期間について、厚生年金保

険料の滞納があったことが確認できる。 

加えて、当該事業所の閉鎖事項全部証明書により、申立人は、申立期間



 

  

においてＣ（役職）に就任しているが、Ｃ（役職）は会社の業務執行に関

与する立場には無い上、申立人は、「自分がＣ（役職）に就任しているこ

とは知らなかった。当時はＤ（業務）及びＥ（業務）を担当していたので、

社会保険関係の事務には全く関与していない。」と供述しているところ、

申立期間当時の元同僚は、「申立人が所属していたのは、社会保険事務を

担当していた部署とは違うので、社会保険事務には関与していなかっ

た。」と供述していることから、申立人は当該遡及訂正処理に関与してい

ないと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が行った当該遡及訂正処

理に合理的な理由は無く、有効な記録とは認められないことから、平成８

年 10 月から 10 年７月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た 41 万円に訂正することが必要である。 

   なお、申立人は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額

41 万円は、当時支給されていた給与額（53 万円）と相違していると主張

しているが、申立人から提出された平成８年分及び９年分の確定申告書に

おいて確認できる社会保険料控除額は、オンライン記録の遡及訂正前の標

準報酬月額に基づく試算額と同額又は下回っていることが確認できること

から、申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4283 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成４年 11 月１日から５年３月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間

のうち、４年 11 月から５年２月までの標準報酬月額に係る記録を 47 万円

に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 10 月１日から５年 10 月１日まで 

    私は、Ａ社に平成３年６月 20 日から 15 年５月 16 日まで勤務した。

しかし、この勤務期間のうち、申立期間の標準報酬月額が保管している

給料明細書に記載された厚生年金保険料控除額と相違していることは納

得できなので、同給料明細書に記載されている保険料控除額に基づく正

しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人に係る標準報酬月額については、申立人から提出さ

れた給料明細書により確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平

成４年 11 月から５年２月までは 47 万円に訂正することが必要である。 



 

  

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、申立期間当時、当該事業所において

経理を担当していた事業主の妻は、当時の資料は残っておらず不明と回答

しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間のうち、平成４年 10 月及び５年３月から同年９月まで

の期間の標準報酬月額については、上記給料明細書において確認できる保

険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準

報酬月額と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4284 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成３年 12 月１日から 10 年２月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を３年 12 月から４年８月までは 41 万円、同年

９月から５年３月までは 47 万円、同年４月から同年 11 月までは 50 万円、

同年 12 月は 47 万円、６年１月から８年 10 月までは 50 万円、同年 11 月

及び同年 12 月は 47 万円、９年１月から 10 年１月までは 50 万円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年８月 20 日から 10 年２月 28 日まで 

    私は、Ａ社に勤務した期間のうち、平成２年８月 20 日から 10 年２月

28 日まで厚生年金保険に加入したが、受け取っていた給与に比べて、

年金記録の標準報酬月額が低すぎるので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

   したがって、申立人に係る標準報酬月額については、申立人から提出さ

れたＡ社の給料支払明細書により、申立期間のうち、平成４年９月から同



 

  

年 12 月までの期間及び５年３月は 47 万円、同年４月及び同年９月から同

年 11 月までは 50 万円、同年 12 月は 47 万円、６年１月は 50 万円、８年

11 月及び同年 12 月は 47 万円、９年１月から 10 年１月までは 50 万円に

訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成５年１月から同年２月までの期間及び同年

５月から同年８月までの期間の標準報酬月額については、申立人は同年２

月、同年６月及び同年８月の給料支払明細書を保有していないものの、申

立人から提出された当該期間の前後の期間における給料支払明細書により、

当該期間についても前後の期間と同様に保険料が控除されていたと認めら

れることから、５年１月及び同年２月は 47 万円、同年５月から同年８月

までは 50 万円とすることが妥当である。 

   さらに、申立人から提出された平成４年分、６年分、７年分及び８年分

の給与所得の源泉徴収票において確認できる社会保険料等の控除額より算

出した保険料額から、申立期間のうち、３年 12 月から４年８月までは 41

万円、６年２月から８年 10 月までは 50 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、給料支払明細書及び源泉徴収票において確認又は推

認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）に

おいて記録されている標準報酬月額が長期間にわたり一致していないこと

から、事業主は、給料支払明細書及び源泉徴収票において確認又は推認で

きる保険料控除額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所に届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

   一方、申立期間のうち、平成２年８月 20 日から３年 12 月１日までの期

間については、申立人は給料支払明細書及び源泉徴収票を保有していない

上、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業

主は死亡していることから、申立人の当該期間における保険料の控除につ

いて確認することができない。 

   このほか、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4285 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社

における資格喪失日に係る記録を昭和 23 年３月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 600 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23 年１月 31 日から同年３月１日まで 

    私の父は、Ａ社に入社して以降、定年退職するまで途中で退職したこ

とはなく、継続して勤務していたので、申立期間について継続して厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された退職者一覧表及び雇用保険の加入記録から判断する

と、申立人はＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ支社から同社Ｄ支社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   なお、異動日については、Ａ社に勤務していた元従業員は、「Ａ社の定

期人事異動は１日付けで行われていた。」と供述していることから、昭和

23 年３月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社におけ

る昭和 22 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、600 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関



 

  

連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

千葉国民年金 事案 4021 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月、50 年２月から同年３月までの期間及び同年９

月から 51 年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年４月 

             ② 昭和 50 年２月から同年３月まで 

             ③ 昭和 50 年９月から 51 年 12 月まで 

    私は、両親から国民年金保険料を忘れずに納付するように言われてお

り、申立期間①、②及び③の保険料は納付しているはずなので、納付記

録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ａ県Ｂ市（現在は、Ｃ市）の保管する申立人の

国民年金被保険者名簿によれば、「昭和 49 年４月不在」と記載され、52

年 12 月１日に社会保険事務所（当時）の連絡によりＤ市に転出したこと

が判明したと記載されていることから、申立期間①の国民年金保険料を納

付していたとは考え難い上、同被保険者名簿において、申立期間①は未納

と記録されており、特殊台帳及びオンライン記録と一致している。 

   また、申立期間②及び③については、上記被保険者名簿及び申立人の所

持する国民年金手帳において、申立期間②及び③に係る国民年金の被保険

者資格を取得した形跡が見当たらないことから、申立期間②及び③は、国

民年金に未加入の期間であり、保険料納付の前提となる納付書は発行され

ず、制度上、保険料を納付することはできない期間である上、特殊台帳及

びオンライン記録においても国民年金に未加入の期間と記録されている。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 



  

   加えて、申立期間①の保険料を納付したとする申立人の両親及び申立人

の祖父母は既に亡くなっており、申立期間②及び③に係る国民年金の加入

手続及び保険料の納付状況について申立人の記憶は明確でない上、申立期

間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間①、②及び③の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月から 54 年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付していた記憶があったので、

日本年金機構に年金加入記録回答票を提出したところ、「納付事実は確

認できませんでした。」との回答をもらったが、納得できないので調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の記号番号は、昭和 55 年７月 14 日に社会保険事務所

（当時）からＡ市に払い出されており、申立人の所持する年金手帳には

56 年１月 31 日年金手帳交付と記載されていることから、同手帳交付日時

点を基準にすると、申立期間の大半に当たる 53 年９月以前の期間の国民

年金保険料は、時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納付

の前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人の年金記録には、申立期間のほかに４回、合計 26 か月

の未納期間がある。 

   加えて、申立期間は 100 か月と長期間である上、保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年 11 月から 63 年４月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年 11 月から 63 年４月まで 

    私は、最初に勤務していた会社の社員が設立した会社にアルバイトと

して勤務し、そのときに、会社が申立期間の国民年金の加入手続を代わ

りに行い、その後、自分で国民年金保険料を納付したはずであり、申立

期間が国民年金に未加入の期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を自分で納付したと述べていると

ころ、申立人の所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」の欄には、

申立期間の国民年金の加入記録は無く、オンライン記録と一致しているこ

とから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納

付することはできない期間であるため、申立人の主張と相違する。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納付

の前提となる国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4024 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年３月から同年５月までの期間、46 年 12 月から 47 年

２月までの期間、48 年１月から同年４月までの期間、49 年８月から 50年

５月まで期間、同年 10 月から 51 年６月までの期間、52 年３月から 54 年

10 月までの期間及び 61 年１月から同年７月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年３月から同年５月まで 

             ② 昭和 46 年 12 月から 47 年２月まで 

             ③ 昭和 48 年１月から同年４月まで 

             ④ 昭和 49 年８月から 50 年５月まで 

             ⑤ 昭和 50 年 10 月から 51 年６月まで 

             ⑥ 昭和 52 年３月から 54 年 10 月まで 

             ⑦ 昭和 61 年１月から同年７月まで 

    私は、両親に勧められて国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険

料を納付したはずなので、申立期間が国民年金に未加入とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人が国民年金に加入できる 20 歳より前の

期間であることから、制度上、国民年金保険料を納付することはできない

期間である。 

   また、申立期間②から⑦までについては、申立人の国民年金の記号番号

は、国民年金手帳記号番号払出簿により平成８年８月７日に社会保険事務

所（当時）からＡ市に払い出された記号番号の一つであることが確認でき、

申立人の所持するオレンジ色の年金手帳には、国民年金の被保険者資格取

得日は同年 11 月 21 日と記載されており、オンライン記録と一致すること

から、国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することは



  

できない期間である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納

付の前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間は合計７回、68 か月に及び、申立期間に係る複数の

行政機関が同一人に同様の事務処理誤りを繰り返すことは考え難い上、申

立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に係る記憶が不明瞭であり、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 54 年に会社を退職後、国民年金に加入していなかったが、

督促状が届いたので、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行った。国民年

金保険料は、集金人に私の父が納付した。私の申立期間の納付記録が未

納となっているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市の保管する国民年金被保険者名簿によると、申立人は、昭和 59 年

９月に職権適用されたことが記録されており、同時点で、申立期間のうち

57 年６月以前の国民年金保険料は時効により納付できない上、59 年３月

以前の保険料は過年度納付となり、集金人に保険料を納付することはでき

ないことから、申立人の主張と相違する。 

   また、上記被保険者名簿に、申立期間は未納と記録されている上、オン

ライン記録によれば、昭和 61 年９月９日に過年度納付書が作成されてい

ることから、同時点で申立期間に未納があったことがうかがえる。 

   さらに、申立人の年金記録には、申立期間のほかに４回、合計 53 か月

の未納期間がある。 

   加えて、申立期間は 60 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4026 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年６月から平成２年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年６月から平成２年３月まで 

    私は、申立期間当時大学生であり、アルバイトとして家業を手伝って

いた。両親の勧めで国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料をアル

バイト代の中から引いて、父の銀行口座から口座振替で納付していたの

に、申立期間が未加入となっているので納付記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年に国民年金の加入手続を行い、そのときから父の

銀行口座から口座振替で国民年金保険料を納付していたと主張していると

ころ、申立人の国民年金の記号番号は、平成２年８月 27 日にＡ社会保険

事務所（当時）からＢ市に払い出された 400 件の記号番号の一つであるこ

とが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人の記号番号の前

後の国民年金第３号被保険者の第３号該当処理日から申立人は３年１月に

加入手続を行い、大学を卒業した２年４月に遡って国民年金の被保険者資

格を取得したものと推認できる。 

   また、申立人は平成３年１月に加入後、２年４月から３年１月までの保

険料を同年２月に、同年２月の保険料を同年３月に、同年３月の保険料を

同年４月に納付したことがオンライン記録により確認できる上、オンライ

ンシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システム

による縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金の記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立人は同年１月

に加入手続を行うまでは国民年金に未加入である。 

   さらに、銀行の保管している記録により、申立人の父の銀行口座から申

立人の保険料の口座振替による納付が開始されたのは、平成３年４月であ



  

ることが確認できる。 

   加えて、申立人の母は、申立人の弟も 20 歳から保険料を納付していた

と述べているが、申立人の弟は 20 歳になった平成２年＊月から厚生年金

保険に加入する前月の同年３月までは国民年金に未加入である上、申立人

は、申立期間に係る保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の保険料

の納付を行ったとする申立人の父は既に亡くなっているため具体的な納付

状況等は不明であり、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4027 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年５月から９年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年５月から９年７月まで 

    私は、平成８年４月頃、祖父の看病のために仕事を辞め、Ａ市からＢ

市へ転居した。市役所で住民票の住所変更手続は行ったが、年金手帳の

住所変更手続は行わなかった。それでも、毎月、国民年金保険料の納付

書が送られてきたので、その都度、市役所内の銀行又は郵便局で納付し

ていたのに、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳に申立期間の加入記録は無く、Ｂ市の保管す

る国民年金被保険者名簿においても申立期間は国民年金に未加入と記録さ

れている上、オンライン記録では、申立期間に係る国民年金の被保険者資

格取得及び資格喪失記録が平成 13 年１月 16 日に追加処理されていること

から、当該処理が行われるまで、申立期間は国民年金に未加入の期間であ

り、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

   また、申立期間のうち平成９年１月以降は、基礎年金番号制度導入後の

期間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、

領収済通知書の光学式文字読取機による入力等事務処理の機械化が進んで

おり、記録漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4028 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年５月から 16 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年５月から 16 年７月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料について、５年前にＡ社会保険事務

所（当時）で未納が無いか確認し、同社会保険事務所の担当者から納付

していると言われたにもかかわらず、申立期間が未納とされていること

は納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立人が平成 14 年５月 26 日に第３号被保険者

に該当しなくなった旨の処理が行われたのは 18 年９月 25 日であることが

確認できる上、申立人が所持する領収証書及びオンライン記録により、そ

の翌日の同年９月 26 日に申立期間直後の 16 年８月から 18 年７月までの

国民年金保険料を一括して納付していることが確認でき、同時点で、申立

期間の保険料は時効のため納付することができない。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間であ

り、保険料徴収事務の電算化が図られた後である上、14 年４月以降は保

険料収納事務が国に一元化されており、年金記録事務における事務処理の

機械化が一層促進されたことを踏まえると、記録の過誤は考え難い。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4029 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月及び同年３月 

    私は、昭和 43 年２月頃に、母がＡ県Ｂ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）で国

民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれた。

加入した当初の２か月が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が昭和 43 年２月頃にＣ町で国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれたと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿によ

り、Ｅ市において婚姻後の姓で払い出されていることが確認できる上、申

立人の手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、申立人の国民

年金の加入手続は、同年６月頃に行われたと推認でき、オンラインシステ

ムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦

覧調査の結果、Ｃ町で保険料を納付する前提となる別の手帳記号番号が払

い出されたことは確認できない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与してお

らず、Ｃ町で国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の

母は、保険料の納付時期、納付金額等に関する記憶が不明瞭であるため、

申立期間当時の保険料納付状況は不明である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4030 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年５月から 61 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月から 61 年８月まで 

    私は、Ａ市に転居した直後の昭和 60 年５月頃に、Ａ市役所の窓口で

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、Ａ市役所内

またはＡ市内のＢ銀行で妻の分と一緒に納付しているはずであり、未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市に転居した直後の昭和 60 年５月頃に国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料を申立人の妻の分と一緒に納付した

と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の第３号被

保険者の該当処理日から、申立人の国民年金の加入手続は、61 年９月頃

に行われたと推認でき、申立人の主張と相違する。 

   また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 61 年９月の時点では、

申立期間の保険料を過年度納付又は現年度納付することは可能であるが、

申立人は、「Ａ市役所の窓口の職員に、保険料を遡って納付するよう勧め

られたが、保険料総額が高額であったこともあり、遡って納付は行わず、

加入手続後の保険料から納付するようにした。」と申述している。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年 12 月から 61 年３月までの期間、62 年１月から平成

14 年３月までの期間及び 15 年４月から 21 年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年 12 月から 61 年３月まで 

             ② 昭和 62 年１月から平成 14 年３月まで 

             ③ 平成 15 年４月から 21 年３月まで 

    平成 10 年４月頃、父が私の国民年金の加入手続を行い、当初、私は

収入が無かったため、父が国民年金保険料を納付してくれた。保険料の

納付手続は父が行っていたので具体的な納付方法などは分からないが、

年度当初に一括して納付していたと思う。申立期間①、②及び③の保険

料は納付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 10 年４月頃、申立人の父が国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記

号番号払出簿により、７年６月 29 日に社会保険事務所（当時）からＡ市

Ｂ区に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立人の手帳記号番号の

前後の第３号被保険者の該当処理日から、申立人の国民年金の加入手続は

８年２月頃に行われたと推認できることから、申立人の主張と相違する上、

この時点を基準にすると、申立期間①及び申立期間②のうち６年１月以前

の国民年金保険料は時効により納付することができない。 

   また、オンライン記録において、平成 23 年４月 20 日に申立人に対し過

年度保険料の納付書が発行されたことが確認でき、納付書の発行期間が

21 年３月から 23 年３月までとなっていることから、当該納付書が発行さ

れるまで、申立期間③のうち、21 年３月の保険料は未納であったことが

うかがえる。 



  

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間①、②及び③は合計３回、271 か月と長期間である上、

申立期間②の一部及び③は平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間

であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領

収済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が図られ、

さらに 14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、

委託業者による磁気テープに基づく納付書の作成、収納機関からの納付通

知の電子的実施等、年金記録事務における事務処理の機械化が一層促進さ

れていることを踏まえると、記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は少な

いものと考えられる。 

   このほか、申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間①、②及び③の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

    私は、昭和 35 年頃、Ａ区にあった専門学校に在学しているときに国

民年金の加入手続を行った。働きながら学んでいたので、国民年金保険

料は働いたお金の中から納付した。申立期間当時は肩から黒い鞄を提げ

て来ていた集金人に毎月納付しており、当時の保険料月額は 100 円くら

いだった記憶があるので、申立期間が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 35 年頃、国民年金の加入手続を行ったと主張している

が、申立人の国民年金加入時期は、申立人の所持する国民年金手帳に記載

された発行日及び国民年金受付処理簿の手帳送付年月日により、40 年７

月から同年８月頃までと推認できることから、申立人の主張と相違する上、

同年７月を基準にすると、申立期間のうち、36 年４月から 38 年３月まで

の国民年金保険料は時効により納付することができない。 

   また、申立人の所持する保険料の領収証書及び特殊台帳において、申立

人は申立期間直後の昭和 40 年度の保険料を昭和 42 年４月 28 日に一括で

過年度納付していることが確認できることから、この時点では、申立期間

の大半の保険料は時効により納付することができなかった事情がうかがえ

る。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



  

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4033 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 62 年３月まで 

    私は、申立期間当時Ａ（学校）の学生であり、申立期間の国民年金保

険料は１万 5,000 円から１万 7,000 円くらいの現金に納付書を添えて

Ｂ市役所で年に４回ほど納付したのに、申立期間が未加入とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をＢ市役所で納付したと主張して

いるが、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄には、

被保険者でなくなった日が昭和 61 年４月１日、次の行に被保険者となっ

た日が平成３年 10 月１日と記載されており、当該資格喪失日及び資格取

得日はオンライン記録と一致している上、申立人は昭和 62 年４月１日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できることから、

申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付するこ

とができない期間である。 

   また、昭和 61 年３月以前の国民年金法においては、Ａ（学校）の学生

は国民年金の強制加入被保険者とされていたが、同年４月の国民年金法等

の改正により、任意加入対象者とされたことから、申立人が申立期間にお

いて国民年金被保険者の資格を喪失する手続を行ったとしても特段不自然

ではない上、申立人は同年４月に任意加入の申出を行った具体的な記憶は

無いと申述している。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年７月から５年３月までの期間及び同年４月から７年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年７月から５年３月まで 

             ② 平成５年４月から７年５月まで 

    私の母は、私が短期大学の学生であった平成４年７月頃、私の国民年

金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を納付してくれた。

その後、私は５年４月から３年間、Ａ事業所に勤めＢ共済組合に加入し

ていたが、その間も母は、兄の分と一緒に申立期間②の私の保険料を納

付してくれていたのに、申立期間の保険料の記録が納付済みとなってい

ないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、短期大学の学生であった平成４年７月頃に申立人の母が国民

年金の加入手続を行ったと述べているが、９年１月の基礎年金番号制度導

入以前は国民年金の加入時に国民年金手帳記号番号が払い出されていたと

ころ、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、オンライン記録によると、申立人の基礎年金番号は、平成９年５

月 22 日に付番されていることから、同時期に国民年金の加入手続が行わ

れたことが推認でき、この加入時点を基準にすると、申立期間①及び申立

期間②のうち５年４月から７年３月までの国民年金保険料は時効により納

付することができない。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付に

直接関与しておらず、申立人の加入手続及び申立期間の保険料の納付を行



  

ったとする申立人の母の記憶は定かではなく、加入手続及び申立期間の保

険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉厚生年金 事案 4286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 38 年 11 月 13 日から 39 年 10 月１日まで 

私は、年金事務所から平成 22 年４月に送付された「厚生年金加入記

録」により、Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ本店に転勤した申立期間において、

標準報酬月額が３万 6,000 円から２万 6,000 円に減額されているが、当

時給与が減額された記憶は一切無いので、調査の上、標準報酬月額を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、Ａ社は、当時の資料は無いとしている上、Ｄ健康保険組合は、「申立

人の加入資格の記録は既に保存期間を過ぎており、書類を破棄しているこ

とから、当組合では加入記録を確認できない。」と回答しており、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人から提出された昭和 38 年分給与所得の源泉徴収票におけ

る社会保険料の合計額は、Ａ社Ｂ支店での標準報酬月額（３万 6,000 円）

に基づき試算される額を下回っている。 

さらに、申立期間において、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の「標準報酬等級の変せん欄」に訂正等記録管理上の不自然さは無い上、

申立期間に同社Ｃ本店に転勤してきた申立人を含む５人のうち、標準報酬

月額が下がった者が３人確認できることから、申立人のみが不自然な取扱

いであったという事情も見当たらない。 

このほか、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



  

千葉厚生年金 事案 4287 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月９日から 44 年９月 21 日まで 

    私は、昭和 38 年 10 月９日から 44 年９月 20 日まで、Ａ（地名）のＢ

社に正社員として入社し、Ｃ（施設）内でＤ（業務）等に従事したが、

この間の厚生年金保険の被保険者記録が全部欠落していることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の元役員から提出された賃金台帳により、申立人が申立期間におい

て当該事業所に勤務していたことが認められる。 

   しかし、上記賃金台帳により、申立人の給与から事業主により厚生年金

保険料が控除されていないことが確認できる上、上記元役員は、「申立人

を採用する条件は、厚生年金保険に加入させないことだった。本人は納得

して入社した。申立人は当時の同僚と結婚しているが、当該同僚は、最初

から厚生年金保険に加入させる条件で採用した。」と回答している。 

   また、当該事業所の事業所別被保険者名簿において、申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年４月１日から 23 年９月１日まで 

             ② 昭和 36 年７月１日から 41 年２月１日まで 

    私の夫が、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間の一部が厚生年

金保険の被保険者期間になっていない。また、夫の遺品の中からＣ社

（現在は、Ｄ社）の名刺が見つかったので、昭和 36 年７月から 41 年１

月までの期間は、同社に勤務していたと思う。調査の上、厚生年金保険

の被保険者記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、複数の元同僚の証言から申立人がＡ社に勤務

していたことは推認できる。 

    しかしながら、当該事業所は、「当時の社員に聴取したところ、数か

月から１年の試用期間があった。」と回答している上、元同僚は、「自

分たちが入社した頃は見習期間があり、見習期間は厚生年金保険に加入

していなかった。」と供述している。 

    また、当該事業所から提出された申立人に係る給料原票には、入社が

昭和 23 年６月 10 日、退職が 36 年７月１日の記載があり、23 年８月１

日からの給料額が記載されているが、厚生年金保険料の控除については

確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 



  

  ２ 申立期間②については、Ａ社の複数の元同僚が、「申立人は、同社を

辞めて同僚３名と一緒に仕事を始めた。」と供述しているところ、申立

人と一緒に仕事を始めた元同僚３名は、申立期間②において、厚生年金

保険の被保険者記録が確認できず、当該元同僚３名は、「申立人と一緒

に仕事をしていた頃は、Ｃ社からの請負で仕事をしていた期間であり、

厚生年金保険に加入していなかったことは承知している。」と供述して

いる。 

    また、申立期間②当時、Ｃ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、厚生年金保険の被保険者資格を取得している者のうち連絡先が

判明した 22 名に照会したところ、20 名より回答を得たが、18 名は、

「申立人を知らない。」と供述しており、残りの２名は、「申立人は、

Ｃ社のＥ（業務）に係る下請業者の代表者である。」、「申立人は、Ｅ

（業務）の仕事をＣ社から請け負い、Ｅ（業務）の技術を持った若い人

を派遣して仕事をしているような感じだった。」と供述している上、申

立人の名刺について、Ｃ社の複数の元社員は、「当時は、親会社のＦ社

のＧ（業務）を、子会社であるＣ社が請け負っていたので、対外的に仕

事をする上で、Ｃ社の名刺が必要であり、下請業者にＣ社の名刺を持た

せるようなことをしていた。」と供述している。 

    さらに、Ｄ社は、「当社が保管している昭和 36 年４月から 42 年３月

までの人事発令簿に、申立人の氏名は見当たらない。」と回答している。 

    加えて、Ｃ社の上記被保険者名簿において、申立人の氏名は無く、健

康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4289 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年３月 19 日から 41 年８月 13 日まで 

    私は、Ａ社に勤務していた昭和 37 年３月 19 日から 41 年８月 13 日ま

での期間について、脱退手当金を支給された記録になっているが、脱退

手当金を受給していないので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 41 年８月

13 日の前後２年以内に資格を喪失している脱退手当金の受給資格者 30 人

の脱退手当金の支給記録を確認したところ、23 人に脱退手当金の支給記

録があり、その全員が資格喪失日から６か月以内に支給決定されているこ

とを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請

求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無い上、Ｂ社会保険事務所（当時）の脱退手当金

支給整理簿には、申立期間に係る脱退手当金の裁定日や支給額が記載され

ており、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



  

千葉厚生年金 事案 4290 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から 33 年２月 10 日まで 

    私は、社会保険事務所（当時）で、Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚

生年金保険加入期間について脱退手当金が支給されていると説明を受け

た。私は申立期間当時から脱退手当金の制度については知っていたが、

父から脱退手当金は受給しないほうがいいと言われたため請求しておら

ず、受給した記憶も無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退

手当金請求書の添付書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退

手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在

も所持している同被保険者証には、当該表示が確認できることを踏まえる

と、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難

い。 

   また、申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿の申立人が記載されているページとその前後２ページに記載

されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である

昭和 33 年２月 10 日の前後２年以内に資格を喪失している脱退手当金の受

給資格者８人（申立人を含む）の脱退手当金の支給記録を確認したところ、

７人に脱退手当金の支給記録があり、このうち６人が資格喪失日から６か

月以内に支給決定されている上、当時は通算年金制度創設前であったこと

を踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   さらに、上記被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金の請求が行われ



  

たことをうかがわせる「脱 33.３.７」の表示が記載されているとともに、

脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る資格喪失日

から約１か月後の昭和 33 年３月 18 日に支給決定がなされているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4291 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年８月１日から 61 年４月１日まで 

             ② 平成６年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

             ③ 平成７年 10 月１日から８年３月１日まで 

             ④ 平成９年 10 月１日から 10 年 10 月１日まで 

    私の申立期間に係る標準報酬月額は、勤務先のＡ事業所及びＢ社から

受けた給与に比べて低い額となっている。私が作成した「標準報酬月額

の月別の状況」及び「厚生年金保険標準報酬月額」並びに申立期間の給

与明細書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ｃ共済組合は、昭和 61 年３月まで標準報酬

制度を導入していなかったことから、同年４月からの厚生年金保険への

統合にあたって、国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律附則

第９条及び国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律の施行に伴

う経過措置に関する政令第３条の規定に基づく調整措置（61 年３月以

前の各月共通の「みなしの標準報酬月額を算定する。」）が講じられて

いる。Ｃ共済組合から提出された申立人に係る「組合員原票」及び「昭

和 61 年４月１日以前の平均標準報酬月額について」に記載された標準

報酬月額は、上記調整措置に基づくものであり、オンライン記録と一致

している。 

    したがって、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録について

は、訂正する必要は認められない。 

 



  

  ２ 申立期間②及び③については、申立人は、当該期間の標準報酬月額の

相違について申し立てているところ、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立人から提出された当該期間に係る給与明細書により

確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額と同額であることが確認できることから、特例

法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

    なお、申立期間②における標準報酬月額 53 万円について、Ｃ共済組

合は、「国家公務員共済組合法に規定される長期給付の標準報酬月額

（及び掛金）は平成６年 12 月１日以前は 53 万円が上限値であった。」

と回答している。 

    また、申立期間③における標準報酬月額 59 万円について、Ｃ共済組

合は、「国家公務員共済組合法に規定される長期給付の標準報酬月額

（及び掛金）は平成 12 年 10 月１日以前は 59 万円が上限値であっ

た。」と回答している。 

 

  ３ 申立期間④については、オンライン記録により、申立人の標準報酬月

額は、当初、平成９年 10 月から 10 年５月までは 56 万円、同年６月か

ら同年９月までは 47 万円と記録されていたが、同年 11 月 25 日付けで、

９年 10 月１日の定時決定（56 万円）並びに 10 年６月１日の随時改定

及び同年 10 月１日の定時決定（いずれも 47 万円）を取り消し、９年

10 月１日に遡って同年 10 月から 10 年９月までが 50 万円に訂正されて

いることが確認できる。 

    一方、申立人から提出された平成 10 年６月の給与明細書の「標準報

酬額」欄には、「560,000」円と記載されている上、厚生年金保険料控

除額（５万 6,252 円）に見合う標準報酬月額は、56 万円であることが

確認できる。 

    しかし、Ｂ社は、「当時、各支社で賃金誤支給があったことから関係

箇所（Ｄ社会保険事務所（当時）、Ｅ健康保険組合）と打ち合わせの上、

標準報酬月額を遡って修正しているので、申立人の平成９年 10 月の標

準報酬月額 50 万円（定時決定）は正しいと考える。Ｅ健康保険組合に

おいても同様の修正を既に行っており、当時当社の支社担当者から本人

に説明し、後日、本人指定の銀行口座へ保険料の還付額を振込みしてい

る。」と回答している。 



  

    また、当該事業所から提出されたＤ社会保険事務所宛ての標準報酬月

額の修正依頼文書において、１週平均労働時間数の入力誤り等から誤支

給が発生したので、誤支給を戻入するとともに、保険料の還付は、本人

指定の銀行口座に振込みする予定である旨記載されている上、Ｂ社保管

の振込システム入力の結果表「支払要求書」において、平成９年 10 月

から 10 年９月までの標準報酬月額における記録訂正前後の厚生年金保

険料の差額３万 6,160 円及び健康保険料の差額１万 6,200 円の合計５万

2,360 円を 11 年４月 30 日に申立人の銀行口座に振込みする予定となっ

ていたことが確認できる。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間④について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



  

千葉厚生年金 事案 4292 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年６月 23日から 28年９月 14日まで 

             ② 昭和 29 年５月 16 日から 30 年 10 月１日まで 

    私の夫は、申立期間①については、旧日本軍の解体に伴い、昭和 21

年６月 22 日に除隊された後、同年６月 23 日から 29 年５月 15 日までＡ

社に勤務したが、28 年９月 14 日以前の厚生年金保険の被保険者記録が

無い。申立期間①もＡ社に勤務していたと思うので、厚生年金保険の被

保険者記録を回復してほしい。また、30 年 10 月に自営でＢ（業種）を

開業したが、Ａ社を辞めてからＢ（業種）を開業するまでの間、申立期

間②については、Ｃ県に所在するＤ社に勤務していたと思うので、厚生

年金保険の被保険者記録を回復してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社は、昭和 28 年７月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっていることから、申立期間①のうち、同年７月１日

より前の期間は適用事業所になる前の期間である。 

    また、当該事業所は、「当社の創立は、昭和 27 年８月５日であ

る。」と回答しているところ、当該事業所の商業登記簿履歴事項全部証

明書によると、当該事業所がＥ（業務）等を事業目的として、同年８月

５日に設立されていることが確認できる上、当該事業所は、申立期間①

当時の資料は保存していないと回答していることから、申立人の申立期

間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、



  

当該事業所が適用事業所となった昭和 28 年７月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得した者が 23 名確認できるが、いずれも所在が確認

できず、申立人の申立期間①に係る勤務実態について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、Ｆ（機関）は、「Ｃ県においてＤ社の名称で

の事業所登録は無い。」と回答している。 

    また、オンライン記録において、Ｄ社は、厚生年金保険の適用事業所

として確認できない。 

    さらに、オンライン記録で類似の事業所名を検索したところ、適用事

業所として「Ｇ社」が確認できるところ、当該事業所は申立期間②中の

昭和 29 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所となり、47 年６月１

日に適用事業所でなくなっていることから、念のため、当該事業所の被

保険者名簿を調査したが、申立人の氏名は無い。 

    加えて、Ｇ社の被保険者名簿において、同社が適用事業所となった昭

和 29 年 10 月１日に被保険者資格を取得している 29 名のうち、所在が

確認できた２名に照会したが、供述を得ることができず、申立人の申立

期間②に係る勤務実態について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年 10 月１日から 13 年 10 月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支社に勤務し、平成 12 年 10 月に、それまでの週４日勤

務から週５日勤務に変更したので、標準報酬月額も同月から 18 万円と

変更されるべきであるのに、標準報酬月額が従前のままであることに納

得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ健康保険組合から提出された標準報酬月額証明書により、申立人の申

立期間における健康保険の標準報酬月額は、14 万 2,000 円であることが

確認でき、オンライン記録と一致する。 

   また、事業主は、申立期間当時の賃金台帳等の関連資料は無いと回答し

ていることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について

確認できない。 

   さらに、標準報酬月額の定時決定は毎年８月１日時点に在籍している者

を対象に行われているところ、オンライン記録によると、申立人の平成

12 年 10 月１日の定時決定における厚生年金保険の標準報酬月額 14 万

2,000 円は、同年８月 21 日に処理されており、事務処理に不自然さはみ

られない。 

   このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に見合う

保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4294（事案 3718 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 10 月１日から 32 年６月 19 日まで 

             ② 昭和 32 年７月 10 日から 37 年６月 21 日まで 

    第三者委員会への前回の申立てでは、私の脱退手当金の年金記録の訂

正は認められないという結果だった。しかし、私は脱退手当金を請求し

た覚えは無いので、委員会の判断については承服できない。新たに思い

出したこと等は無いが、再度よく調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記載されているとともに、厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当

金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、社会保険庁（当時）か

ら当該脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが

記録されていること、ⅱ）申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５

か月後の昭和 37 年 11 月 29 日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえないこと、ⅲ）申立人から聴取しても受給した

記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成

23 年７月 13 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

   今回、申立人は、脱退手当金を受給しておらず、前回の審議結果に承服

できないとして、再申立てを行っているが、新たな資料や情報は得られ

ず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していな

いものと認めることはできない。 


